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研究要旨 
CKD診療連携体制の構築-大阪府の取組について、厚生労働省 腎疾患対策担当者会議での

情報提供内容を中心に記す。 
CKD対策の推進に資する目的で、大阪府において大阪慢性腎臓病対策協議会(O-CKDI)が
2015年12月に設立され、2016年4月より実質的活動を開始した。その2018年度の活動につ

いて、概略を記載する。また、2019年年２月21日に厚労省にて開催された腎疾患対策担当

者会議において、大阪府健康医療部健康医療室健康づくり課担当者がO-CKDIとの連携を一

つ端緒として大阪府のCKD対策を推進していることを報告したので、その内容につき提示

し、行政との連携の実例として参考に供したい。

A．研究目的・方法 
我が国は高齢化社会の到来を迎え、診療

対象の多くが高齢者となりつつある。老年

人口の増加は今後も継続し、2025 年には高

齢化率は 30％を越えることが予想されて

いる。平均寿命と日常生活に制限のない健

康寿命との差（不健康期間）は男性で 9 年

以上、女性 12 年以上あり、その差はむしろ

拡大方向にある。健康寿命の延伸によって、

平均寿命との差を短縮することができれば、

個人の生活の質の低下防止とともに、社会

保障負担の軽減も期待できる。 
 CKDは国民の健康寿命延伸の障害因子

ともなりうる。本邦では透析導入年齢の高

齢化が進み、2015年度の導入時平均年齢は

男性が68.37歳、女性は70.95歳であった。

全体の平均は69.20歳であり、透析患者数増

加の一因は高齢化である。高齢者特に75歳
以上の後期高齢者の末期腎不全への進行阻

止が求められている。大阪府においてもこ

の問題は看過できないレベルに至っており、

体系的・包括的なCKD対策の策定・実施が

課題とされてきた。これを受けて、2015年
12月に大阪府慢性腎臓病対策協議会

（O-CKDI）が設立された。その今日まで

の活動内容は、「慢性腎臓病CKDの診療体制

構築と普及・啓発による医療の向上」の方

法論と実践になっている。また、併せて、

この活動を踏まえて行った厚生労働省 腎

疾患対策担当者会議における情報提供につ

いての報告も、本研究推進の成果の一環を

なしている。 
B.研究結果 
I．O-CKDI活動報告 
以下にO-CKDI活動報告発表資料を提示す

る。 構成員および、透析導入数減少目標を

提示し、その後、過去3年間の普及啓発活動

の具体を示す。 
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ついで、日本腎臓学会における報告予定に

ついて示す。本年度は CKD 対策推進にお

ける行政との連携の重要性について学会主

導企画「CKD 対策 今後の展望」において

発表する。また、O-CKDI では、府内の腎

専門医に呼びかけ、CKD 対策推進委員に就

任し、各地域における普及啓発・診療連携

に取り組んでいただくスキームを導入して

おり、行政との連携とあわせて、報告する

予定である。 
 

 
以下、2019 年 3 月日土曜に実施した世界腎

臓デーの啓発イベント報告を示す。 

 

 

実施にあたっては、大阪府 HP 等でも広報

いただくことができた。また府政だより（３

月 1 日）。これを持参してイベントに参加さ

れた例もあった。 

 
 

 
 
日本腎臓病協会（JKA）の HP においても

報告した。 
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上に当日会場で実施した CKD の認識についての

アンケート結果を示す。ディアルームはミニレク

チャーの聴講者であり、既に CKD を認知して参加

されていることが推測され、一方、ディーズスク

エアは、文字通り「通りすがり」の人々であり、

より一般的な CKD の認知度を反映している可能

性が高い。 
 

 
今年の WKD イベント総括を示す。ミニレクチャ

ー及びアンケートの参加者が昨年より多かった。

健康相談は減少したが、CKD の認知上昇という観

点からは、一定の成果があると考えられる。 
 
続いて、腎疾患対策担当者会議において、大阪府

健康医療部健康医療室健康づくり課担当者が行っ

た報告を提示する。 
 

 
 
 

まず、大阪府の新規透析導入患者数の推移が示さ

れた。現状では 2700 名/年、内糖尿病腎症が原疾

患と考えられる者が約 1000 名である。新規透析導

入率と年間医療費についてもデータが提示され、

新規導入率が高いほど、一人あたりの年間医療費

が高価となることが示された。 

 
 
ここから、O-CKDIとの協調によるCKD 対策推進につ
いて紹介された。 
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大阪府の行政の立場からの CKD対策について、紹

介があった。 

 
 

O-CKDI との連携を通じて、平成 30年から５年間実

施される第３次大阪府健康増進計画において、慢

性腎臓病（CKD）が独立した項目として取り上げら

れたことが示され、O-CKDIと行政の連携による成

果の一つとして位置づけられる。 

 
 

大阪府下の自治体における地域に密着した CKD啓

発の例が示された。 

 

 

 

 
透析予防のための地域連携の取り組みとして寝屋

川市の事例が紹介された。 

以下、都道府県（自治体）の立場から主として新規

透析導入患者数抑制に向けた取り組みとして次の

方向性が示された。 
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以上、O-CKDIの設立以降の歩みと、大阪府の協調に
よるCKD対策の進展について報告する。 
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